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答   申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した生活保護法（以

下「法」という。）２４条９項の準用する同条３項の規定に基づく保

護申請却下処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があったの

で、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○区福祉事務所長（以下「処分庁」

という。）が請求人に対し平成２８年６月１３日付けで行った法

２４条９項の準用する同条３項の規定に基づく保護申請却下処分

（以下「本件処分」という。）について、その取消しを求めると

いうものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

 請求人の主張は、おおむね、次のとおりであり、本件処分は違

法又は不当である旨を主張しているものと解される。  

１  従前、住宅扶助の特別基準のアパートに居たため、特別基準の

アパートに転居してもいいものと思っていたが、特別基準の適用

されない家賃５３，７００円以下のアパートしか認められないら

しい。車イスと寝たきりの人じゃないと特別基準は認められない

とのことだが、法律には一切うたっていない。医師の意見書等に

より、特別基準を認めて欲しい。請求人の主張する病気療養を理
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由に、処分庁が住宅扶助の特別基準の設定の必要はないと判断し

たとあるが、それはなぜか。  

２  本件処分通知書は、却下理由が記載自体から了知することがで

きないため、処分の取消しは免れない。  

３  福祉事務所の嘱託医と担当の会話が５分くらいの立ち話ではケ

ース診断会議とはいえない。その内容を克明に開示してほしい。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項に

より、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

   審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

 年  月  日   審  議  経  過  

平成２８年  ８月２２日  諮問  

平成２８年  ９月２３日  審議（第１回第２部会）  

平成２８年１０月１８日  審議（第２回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  法４条１項は、保護は、生活に困窮する者が、その利用し得

る資産、能力その他あらゆるものを、その最低限度の生活の維

持のために活用することを要件として行われるとし、法１１条

１項は、保護の種類として３号で「住宅扶助」を挙げている。

そして、法１４条は、住宅扶助は、困窮のため最低限度の生活
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を維持することのできない者に対して、住居又は補修その他住

宅の維持のために必要なものの範囲内において行われるとして

いる。  

⑵  法１２条柱書は、「生活扶助は、困窮のため最低限度の生活

を維持することのできない者に対して、左に掲げる事項の範囲

内において行われる。」と定め、同条２号は、生活扶助の範囲

として「移送」を挙げている。そして、「生活保護法による保

護の実施要領について」（昭和３８年４月１日付社発第２４６

号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」という。）によれば、

「移送は、次のいずれかに該当する場合において、他に経費を

支出する方法がないときに乗車船券を交付する等なるべく現物

給付の方法によって行うこととし」とされ、移送費の範囲とし

て、「 (サ )被保護者が転居する場合…（略）…で、真にやむを

得ないとき。この場合、荷造費及び運搬費を要するときは、実

施機関が事前に承認した必要最小限度の額を認定して差しつか

えない。」とされている（局長通知第７・２・⑺・ア）。  

⑶  法２４条１項は、保護の開始を申請する者は、要保護者の氏

名及び住所又は居所、保護を受けようとする理由、要保護者の

保護の要否、種類、程度及び方法を決定するために必要な事項

等を記載した申請書を保護の実施機関に提出しなければならな

いとする。また、同条３項は、保護の実施機関は、保護の開始

の申請があったときは、保護の要否、種類、程度及び方法を決

定し、申請者に対して書面をもって、これを通知しなければな

らないとし、同条４項は、前項の書面には決定の理由を付さな

ければならないとする。そして、同条９項により、これらの規

定は保護の変更の申請について準用されている。  

⑷  法８条１項の規定に基づき厚生労働大臣が定めた法による保

護の基準（昭和３８年４月１日厚生省告示第１５８号。以下「保
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護基準」という。）によれば、家賃、間代、地代等に係る住宅

扶助の基準額は、保護基準別表第３・１のとおりとされ、当該

費用がこの基準額を超えるときは、都道府県又は地方自治法２

５２条の１９第１項の指定都市若しくは同法２５２条の２２第

１項の中核市ごとに、厚生労働大臣が別に定める額の範囲内の

額（以下「本件限度額」という。）とするとされている（保護

基準別表第３・２）。  

⑸  局長通知によれば、厚生労働大臣の定める住宅扶助の本件限

度額（基準額）によりがたい家賃、間代等であって、世帯員数、

世帯員の状況、当該地域の住宅事情によりやむを得ないと認め

られるものについては、本件限度額に１．３倍（単身世帯の場

合）を乗じて得た額の範囲内において、特別基準の設定があっ

たものとして、必要な額を認定して差し支えないこととされて

いる（局長通知第７・４・⑴・オ）。  

⑹  また、被保護者が転居に際し、敷金等を必要とする場合で、

特別基準額以内の家賃又は間代を必要とする住居に転居すると

きは、特別基準額に３を乗じて得た額の範囲内において特別基

準の設定があったものとして必要な額を認定して差しつかえな

いこととされている（局長通知第７・４・⑴・カ）。  

２⑴  これを本件についてみると、平成２８年６月８日、請求人は、

処分庁に対して本件申請を行った。その際に提出された本件ち

らしには、請求人が検討していた転居先住居の月額家賃等の記

載が認められるものの、本件ちらしは、一般的に不動産業者が

来店した不特定多数の者に配布するものであり、請求人が当該

住居に転居する蓋然性を確認することができず、また、請求人

が申請していた移送費の必要性についても確認できなかった。

そのため、処分庁担当者は請求人に対して、本件必要書類の提

出を求めたが、特段の事情がないにもかかわらず、請求人から



- 5 - 

 

は本件ちらし以外の書類は提出されなかった。  

そうすると、処分庁は、本件申請に係る保護の要否について

判断することができないことが明らかであることから、やむを

得ず本件処分を行ったものと認められる。  

   したがって、請求人が住宅扶助費の特別基準に該当するか否

かの点について判断するまでもなく、本件処分を違法又は不当

とすることはできない。  

⑵  また、請求人は、本件処分通知書の理由付記に瑕疵が存在す

る旨主張する（第３・２）。  

  しかし、本件申請時に処分庁担当者が、請求人に対して本件

必要書類の提出を求めたにもかかわらず、本件必要書類が添付

されていなかった。そのような状況において、本件処分通知書

には、保護の決定内容として「平成２８年６月８日付の敷金並

びに生活移送費の支給に係る申請について、支給の理由が無い

為、却下します。」と記載され、却下理由として「転居費用の

需要が発生した事実が確認出来ないため。」と記載されている

ことからすれば、請求人は、本件申請に本件必要書類の添付が

ないために保護申請が却下されたことを了知し得たと考えられ、

本件処分の取消しを免れないほどに、理由付記に不備があると

まで認めることはできず、請求人の主張には理由がないものと

いうほかない。  

⑶  さらに、請求人は、処分庁担当者と嘱託医の会話の内容の開

示を求める旨主張をする（第３・３）。  

  しかし、本件のように審査庁（東京都知事）が処分庁（○○

区福祉事務所長）の上級行政庁及び処分庁のいずれでもない場

合、行政不服審査法による審査請求は、行政庁の違法若しくは

不当な処分の取消しを求めるものであり（行政不服審査法１条

１項、２条、４６条１項）、請求人が行政不服審査法に基づく
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審査請求を適法になすためには、審査請求の趣旨は、「処分の

取消し」を求めるものでなければならない。  

  そうすると、「処分庁担当者と嘱託医の会話の内容の開示」

を求める請求は、処分の取消しを求めているものとはいえず、

行政不服審査法に基づく審査請求の対象とすることのできない

ものである。  

  仮に、当該主張を行政不服審査法３８条１項に基づく閲覧の

求めと解しても、「処分庁担当者と嘱託医の会話の内容」の記

載された書面は審理員に提出されておらず保持していないため、

当該求めに応じることはできない。  

３  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

 その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

 


